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1. はじめに
　2016 年スポーツ界の国際的最大イベント
としてはリオデジャネイロ・オリンピック、
同パラリンピックが注目され、メディアを通
じて国内外に大きなインパクトを与えた。オ
リンピック・パラリンピックは今では開催す
る国、選手・役員を派遣する国々においてそ
れぞれの国で積み上げて来た総合的スポーツ
力の集大成にも反映される。開催国において
はあらゆる資源を活かして、そのイベント成
功にむけて努力が向けられる。限られた条件
（財政、準備期間、人的資質、運営体制）で
のイベント完成度が開催都市を含めた国の国
際的信用度にも査定される事も過言では無
い。これまでも国際オリンピック委員会での
開催立候補都市で議決投票決定後に開催日迄
約 6 年程の猶予期間にその準備進捗状況を査
察し、助言等で円満な準備体制の支援を行っ
てきている。従って、過酷に決定後の準備の
不備を理由に開催地の代替変更は当時の世界
的な戦況による影響で 1940 年東京五輪の中
止決定以外は存在しない。開催の準備段階で
世界的株価暴落の不況に陥って、開催決定都
市の財政的問題で中止になった例も第 2 次大
戦後も存在しない。こういった流れで、オリ
ンピック・パラリンピックの開催都市を含め
た開催国全体支援は国際競争力での先進国の
安定した信用度のスタンダードとも言える。
2020 東京オリンピック・パラリンピック組
織委員会が示すミッションに地域創成と共生
があげられる。
　この開催決定で日本の各地方自治体が各国
選手団、メディアの事前調整合宿の来訪狙い
で既存施設の有効活用を含めた独自の企画立
案計画で提案し、2020 東京オリンピック・
パラリンピック組織委員会、日本オリンピッ
ク委員会、各競技団体を経由、もしくは独自
のルートで各国のオリンピック委員会、競技
連盟に誘致活動を行っている。これらの各地
方自治体が狙うのは世界の国際的一大スポー
ツイベントの 2020 東京オリンピック・パラ
リンピックを通して、各々の保有する自慢の
市町村のスポーツ文化と生活文化を伝え、地
元住民へのスポーツへの関心とスポーツ参加
への促進、地域活性力の底上げに活かしたい
狙いを保有している。
　オリンピック・パラリンピックのイメージ
は「競争」というイメージが優先する。しか
し、元来スポーツそのものが有する根源の「遊
び」「楽しむ」「交わる」という原点回帰に繋
がってこそ、スポーツという文化的価値が広
義に渡って浸透する。グローバル環境におい
て成熟社会に求められる共有価値観として考
えられる論点としてスポーツそのものの行為
は人間の生きる力に繋がる共有共感できるも
のであると理解できる。
　2011 年に創立 100 周年を迎えた契機に『ス
トピックス
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ポーツ宣言日本～二十一世紀におけるスポー
ツの使命～』を発表し、これまでの 100 年と
今後 100 年に向けた指針とも言えるミッショ
ンメッセージとなる宣言をした。この中でス
ポーツの価値について「現代社会におけるス
ポーツは、それ自身が驚異的な発展を遂げた
ばかりでなく、極めて大きな社会的影響力を
もつに至った。今やスポーツは、政治的、経
済的、さらに文化的にも、人々の生き方や暮
らし方に重要な影響を与えている。したがっ
て、このスポーツの力を、主体的かつ健全に
活用することは、スポーツに携わる人々の新
しい責務」と明示した。
　スポーツの価値、貢献を考えてみると人間
行動において生活を基本とした健康、教育、
共生といった人間生活文化の価値としての存
在が社会的認識として高まって来ているのは
否定できない。
　そこで本論文はスポーツそのもののスポー
ツ力に存在する社会的公共性とそれに派生す
る地域活性化に言及論考する。
2. スポーツ力による公共性について
　まず始めに、国家的イベントとされる
2020 東京オリンピック・パラリンピック大
会開催にあたり 3 つのビジョンがあげられ
（2020 東京オリンピック・パラリンピック大
会ビジョンより）、その中でも「多様性と調和」
「未来への継承」というキーコンセプトが明
示されている。この 2 つはスポーツそのもの
の文化的価値を更なる次の発展に繋がる道標
として理解できる。つまり、「多様性と協調性」
では近年の IT 技術革新の影響も有り、グロー
バル化加速化の中で益々高まる人的交流に反
して国際紛争（政治的、宗教）が存在する中
でスポーツを通して「多様性と協調性」がそ
の架け橋やコミュニティーの融和・融合を生
む手段にもなる。「未来への継承」はレガシー
（遺産）として見えるレガシーと見えないレ
ガシーが存在する。見えるレガシーは大会運
営上必要な競技諸施設、周辺環境整備の将来
性、見えないレガシーはオリンピック・パラ
リンピック開催での日本国民や周辺アジア各
国を含めた国際的環境でのスポーツの認知や
スポーツ実施に向けた行動変更、スポーツを
通した個人、集団、組織を通じたグローバル
コミュニケーションの促進等（メガスポーツ
イベントを通したスポーツツーリズム）が存
在する。
　2020 東京オリンピック・パラリンピック
開催決定を前後して近年アジア主要都市のス
ポーツメガイベントの誘致、決定が目立って
いる。2017 年ユニバーシアード台北大会（台
湾）、2018 年冬季オリンピック・パラリンピッ
ク平昌大会（韓国）、2019 年ラグビー W 杯
東京大会（日本）、2021 ワールド、マスター
ズ関西大会（日本）、2022 年冬季オリンピッ
ク・パラリンピック北京大会（中国）と軒並
みアジア主要都市が目立つ。21 世紀に入り、
過去の競技成績影響下での欧米主導のスポー
ツメガイベントの開催主導権も欧米主流から
アジアへのバランスシフト化も見られて来
た。スポーツの国際地政学的側面から見ても
スポーツそのもの国際的公共性が浮き彫りと
なり、それに影響してのスポーツ力そのもの
も波及や認知が益々、人種、国境、宗教を越
えて高まってきている気運が存在する。国に
よってはスポーツそのものの普及・振興やス
ポーツに対する関心、スポーツへの参画機会
等に格差も存在する。しかし、近年の加速的
なグローバル化と IT 化の影響が合い重なり、
活躍する個人競技者や台頭する地域や国の競
技者の変貌ぶり（新規参入新興国代表）も存
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在してきている。スポーツそのものをあらゆ
る角度から活用し、コンテンツ化させ、ビジ
ネス創出してくる時代の隆盛においてヒト・
モノ・カネ・情報のマネジメント力がグロー
バル視点の元で益々問われて来ている。世界
二大メガスポーツイベントのオリンピック・
パラリンピックにおいても 2016 年リオ大会
では南米初開催、サッカー W 杯も 2010 年に
は南アフリカ大会でアフリカ初開催地という
現実もスポーツの公共性の国際的視点での進
化と言える。これまでメガスポーツイベント
が実施されてなかった国・地域においてもス
ポーツの公共性を浸透させた事実でもある。
　この様に国際的普及振興面でスポーツの公
共化が浸透してきた中で考察するとスポーツ
そのものはスポーツ基本法にも示されている
様に「スポーツは世界共通の人類の文化であ
る。」と言う序文のはじまりに通じるものが
あると帰結できる。
3. スポーツの持つ地域活性力
　日本政府において「まち・ひと・しごと創
生基本方針 2016」が平成 28 年 6 月 2 日に閣
議決定され、地方自治体においても、国が策
定した「総合戦略」等を勘案して、「地方版
総合戦略」等を策定し、実行するよう努める
こととされている。この中で文科省が推し勧
める２つの大きなテーマをあげている。一つ
目は地域スポーツコミッションの活動支援提
言である。来る 2020 東京オリンピック・パ
ラリンピック競技大会開催に向けて全国各地
でのスポーツの関心が高まり、スポーツツー
リズムを活用した、地域活性化などに取り組
む好機であるとされている。2016 年に政府
が閣議決定した成長戦略の方針としてスポー
ツに関する内容が示されている（政府の成長
戦略・文部科学省資料）。スポーツには、人
を夢中にさせる魅力があり、老若男女問わず
自ら体を動かして楽しむだけではなく、アス
リートの競技に多くの人が熱狂する。健康、
観光、ファッション、文化芸術のみならず、
IT 等との融合による新たな市場の創出、経
済価値を生むポテンシャルが大きいとされて
いる。スタジアム・アリーナ改革、スポーツ
を核とした街づくりや、スポーツ産業の活性
化による収益の拡大と、その収益をスポーツ
へ再投資することによる、アスリートの強化
を含めたスポーツ環境の充実といった自律的
好循環モデルの確立等を目指すという。地域
におけるスポーツ振興、スポーツツーリズム
推進に、地方公共団体、民間企業（スポーツ
産業、観光産業など）、スポーツ団体等が連携・
協働して取り組む事を目的としている地域レ
ベルの連携組織である。この地域スポーツコ
ミッションが実施する新たなスポーツイベン
トの創出及び誘致等の取組を支援する事によ
り、地域におけるスポーツを活性化するとと
もに、スポーツを観光資源として利用し活性
化推進するというのが狙いである。2 つめは
スポーツを通じた健康長寿社会等の創生の提
言である。これは運動・スポーツに対する無
関心層を減らすとともに、スポーツ実施者を
増やす事により健康寿命の延伸を図り、超高
齢化や人口減少社会の進展にも対応できるス
ポーツを通じた地域の活性化を目指すという
狙いである。この為、中高齢者など自身の健
康づくりの必要性を感じているものの、行動
に移せない者などを対象として、次のスポー
ツを通しての意識の醸成や運動・スポーツへ
の興味・関心を喚起する取り組みを実施する。
例えば①健康ポイントなどインセンティブ付
の運動・スポーツプログラムの実施、②オリ
ンピアン・パラリンピアンなどを活用した各
− 6 −
総合研究所所報第18号
種スポーツイベントの開催、③ヘルスリテラ
シー（健康に関する知識・理解）向上のため
のシンポジウムや健康運動・スポーツ教室な
どの実施とする。この実施には地方自治体の
スポーツ推進委員や総合型スポーツクラブ等
の地域の多様な関係団体との連携・協働によ
り取り組む事が望ましいとしている。
　こういった文科省の政策提言で 2002 年
サッカー W 杯日韓共催大会での事前受入合
宿を契機に地方創生狙いで実施し、地方活性
にスポーツ力を活かした先行事例の経験知を
有する地方自治体も存在する。この事例を参
考に新たに独自の地方創生スポーツ力を創案
実施、活性化に繋げている自治体も存在する。
4. 地域活性力として期待されるスポーツ
　レガシー
　2002 年国際オリンピック委員会（以後、
IOC とする）総会で「レガシー」という言
葉がオリンピック憲章に新たに加えられ、明
記されたのが始まりで、レガシー構想を含め
た開催地こそオリンピック・パラリンピック
開催に相応しいとされた。この構想モデルと
なったのが 2012 年ロンドンオリンピック・
パラリンピック大会であった。
　2007 年 6 月も英国政府の文化・メディア・
スポーツ省がロンドンオリンピック・パラリ
ンピック計画での 5 つの公約を公表した。⑴
英国を世界有数のスポーツ大国にする、⑵ロ
ンドン東部地域の中心地を変革する、⑶青少
年が地域のボランティア・文化・スポーツ活
動に参加するよう鼓舞する、⑷オリンピック
パークを持続可能な暮らしの青写真とする、
⑸英国が住む人や観光客にとって創造的かつ
社会的に寛容で、快適な国であることを世界
に示すと明記公表した。その 1 年後の 2008
年 6 月にはこの公約を具体的な目標や取り組
み事例に示す各々の行動計画も発表した。ロ
ンドンオリンピック・パラリンピック後の
2012 年 9 月には英国政府の文化・メディア・
スポーツ省は持続的なレガシーとする 10 の
スポーツ・レガシー計画をも発表している。
それらは「エリートスポーツ」、「コミュニティ
スポーツ」、「学校スポーツ」「障がい者スポー
ツ」「国際発展」の 5 つのカテゴリー指針と
なる方針として区分けできていた。こういっ
た当初からのレガシー政策を継承させ、学校
スポーツでの若者のスポーツ参加啓発で継承
継続、環境配慮で 34 会場中新規建設は９で
あったり、8 万人収容の巨大オリンピックス
タジアムは大会後には 6 万人収容へコンパク
ト化させてサッカー・プレミアリーグへの有
効活用等に配置転換もさせたりしている。他
に大会使用でロンドン東部地区の交通網整備
を機会に雇用創出を産み、地域活性化に大い
に貢献した。メダル獲得国別順位でも当初目
標の世界 4 位を上回り米国、中国に次いで世
界第 3 位（総メダル６５個）に君臨した。
　こういったメガスポーツイベントを活用し
たスポーツレガシー政策の期待と可能性は日
本社会にも共有する面も多々ある。先進国の
成熟社会で共通する社会的問題も打破させる
社会活性はスポーツを大きな起爆剤と期待さ
れている。地域活性のレガシー政策の先行成
功の英国と日本の異なる点はスポーツそのも
のの文化的継承や環境の大きな違いである。
しかしながら、共通しての国民の健康延伸社
会、経済活性を軸とした成熟社会での課題克
服に大きな活路がスポーツ力を通して透視で
きると見られているのは間違いない。
　2020 年東京オリンピック・パラリンピッ
クを挟む前後年には 2019 年ラグビー W 杯、
2021 年ワールドマスターズゲームス in 関西、
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2021 年世界水泳福岡大会、2026 年アジア大
会名古屋・愛知大会等の日本国内実施のス
ポーツメガイベント開催が決まっている。こ
れらの大会には大会関係者の国内各地スポー
ツ施設活用での事前合宿、大会開催時の関係
者及び観戦観光客、メディア等の来日で大き
な経済活性を創出する。メディアを通じた報
道機会により、スポーツそのものの注目・関
心が高まり、国民のスポーツ参加率が高まり、
健康延伸気運に繋がると期待されている。
　とりわけ、大きな国家戦略としての政策課
題として上げられ平成 28 年 6 月２日に閣議
決定された「まち・ひと・しごと創生基本方
針 2016」の地方の経済活性が主要課題であ
る。近未来の我が国のメガスポーツイベント
（五輪含めた国際大会）のイノベーション活
性ではグローカル化（グローバルとローカル
の融合）が課題となっている。前述の 2012
年ロンドンオリンピック・パラリンピック
大会でも大会を通して英国のスポーツ活性
化、経済波及だけで無く、大会実施のローカ
ル地区・ロンドン東部地区の開発にも寄与し
た前例事実がある（メガイベント続々で高
まるスポーツマインド 現場が欲しい、ほん
とうの「レガシー」記事より　Sport Japan 
Vol.20.2015.07.08 発行　日本体育協会）。
　現在日本各地の自治体が 2020 年東京オリ
ンピック・パラリンピック大会の事前合宿誘
致に争奪戦が繰り広げられている。これらの
自治体の共有するメリットは諸外国チームの
事前キャンプ実施を契機に、その地方・地域
の自然環境・文化・施設等が国際的に発信で
き、日本全体の注目から独自の地方文化の国
際的広報に繋がり、2020 年東京オリンピッ
ク・パラリンピック大会後にもレガシー継承
へと期待が膨らむ。これまで地方巡回形式で
実施され、経験知として得てきた国民体育大
会（夏季・秋季）、全国高校総体等の国内メ
ガスポーツイベントや既存スポーツ施設の再
活用の運営展開のマネジメント手法の土台を
工夫する事によってその地方スポーツ創生力
として活かされてくると考えられる。こうい
う創出効果も地方創生に向けたスポーツレガ
シーとして波及されてくる。
5. 地方創生における公共的スポーツ力
　として期待
　少子高齢化の人口構成問題が社会問題とし
て様々な領域に影響を及ぼす事が懸念されて
いる。とりわけ、国内労働者が減少し、社会
資本力をベースとした経済活性化が衰退する
事が主要課題である。これに付随しての地方
における高齢者層の増加で地方活性の見通し
が暗いという不安も存在する。
　こういった社会問題の起爆剤として 2020
東京オリンピック・パラリンピック気運を活
かし、これまでの首都圏中心から日本の地方
都市をこまめに活用させての既存スポーツ文
化の発信の取り組みが一助になると想定でき
る。日本の各地をスポーツハブ化構想（スポー
ツを支える・スポーツを観る・スポーツを行
う）で東アジア各地（例：ソウル、上海、台
北、香港等）と既存の地方航路活用で受入訪
問する人々（個人やチーム）の流れを誘致加
速させ、日本の地方創生主導からのスポーツ
イベント活性化に結びつける事ができると考
える。例えば、地方でのマラソン大会、各種
スポーツ国際大会実施、スポーツキャンプ誘
致等がそれに値する。
　沖縄県はこれまで温暖地という地の利の特
徴を持っており、既存の観光受入と併用させ
て、県内各地にスポーツ施設を創設し、スポー
ツ関連招致活性化による経済波及をもたらし
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てきている。プロスポーツキャンプ、アマチュ
アスポーツキャンプ、プロスポーツ招致試合
等により特に秋～春にかけて国内外からのス
ポーツ関連イベント招致活性の成功事例を有
している。この沖縄県は本島含め離島にもス
ポーツ諸施設を有する。那覇では毎年 12 月
に那覇マラソンが実施され、2016 年で 32 回
を迎え、参加者 30,000 人を超える一大
スポーツイベントとして成長し、旅行を兼ね
たスポーツツーリズムとして定着している。
宮古島では 1985 年に創設された全日本トラ
イアスロン大会が有名で島をあげての一大イ
ベントとなっている。沖縄県のスポーツ文化
と県民の外部からの人々を受入れ易い土壌が
功を奏して発展してきている。
　これら沖縄県の成功事例の様に各地方には
眠り潜んでいる資源（施設・文化・人的交流
活性施策）が存在するのではないかと考えら
れる。
　
6. スポーツ力の未来発信
　スポーツには様々な視点効果が存在し、こ
れまで歴史的にも様々な効果をもたらしてき
た。スポーツをする人々への健康維持等の身
体的効果やスポーツ経験に伴う教育的人間形
成効果、スポーツを観る人々への感動・勇気・
躍動等心的波及効果等あらゆるスポーツ力と
して価値評価されてきた。現代の成熟社会に
おいて追求すべきスポーツ力を総括論考する
とスポーツ基本法にも記述されている「生き
る力」に結びつくと論究できる。この「生き
る力」はあらゆるスポーツという事象と関係
し、スポーツそのものの活動として個人から
チーム、国家に迄影響し、未来発信できると
考えられる。個人の健康運動から国家・都市
創案一大事業のオリンピック・パラリンピッ
ク誘致迄幅広く広義に解釈できる。スポーツ
力発信の公共財とする考えは 2010 年に打ち
出されたスポーツ立国戦略にも「新しい公
共」という視点で指針方針が打ち出されてい
る（スポーツ立国戦略−スポーツコミュニ
ティニッポン−文部科学省 2010 年 8 月）。こ
のスポーツ立国戦略ではこれまで閉塞的な日
本のスポーツ界から新たなスポーツ文化を産
み出す概要（スポーツ立国戦略の概要　文
部科学省　2010 年 8 月）が打ち出されてい
る（資料 1）。このスポーツ立国戦略では５
つの重点戦略（スポーツ立国戦略　– スポー
ツコミュニティニッポン−　文部科学省　
2010 年 8 月）となる（資料 1．概要図及び資
料 2．5 つの施策参照）。①ライフステージに
応じた機会の創造、②世界で競い合うトップ
アスリートの育成・強化、③スポーツ界の連
携・協働による「好循環」の創出、④スポー
ツ界における公平・公正性の向上、⑤社会全
体でスポーツ全体を支え合う基盤の整備があ
げられている。この５つの中で特に⑤社会全
体でスポーツ全体を支え合う基盤の整備には
地域スポーツ活動の推進による「新しい公共」
を担うコミュニティスポーツクラブの推進が
ある。このスポーツ政策提言の戦略方針はス
ポーツ先進国といわれるドイツにおいて公共
型のコミュニティスポーツクラブが成立熟成
して競技スポーツから健康スポーツ目的の会
員迄幅広く親しまれ、安定確立している成功
事例をもとにした戦略立案である。これに先
だって 2000 年に文部科学省が打ち出したス
ポーツ振興基本計画で１０年以内に全国の市
区町村に１つ以上の公共型スポーツクラブを
創設育成、都道府県においても広域スポーツ
センターを創設育成するという課題をかかげ
た延長でのスポーツ立国戦略の「新しい公共」
に向けた土台ともなっていた。この「新しい
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公共」は日本も含めた先進国の共有課題とな
る少子高齢化において大きなキーワードにも
なり、「観る」「する」「支える」が三位一体
となって国民にスポーツ参加率の推進に繋が
り、健康延伸社会となって少子高齢化社会の
底支えになっていくと考えられる。個々のス
ポーツ活動を地域、企業、自治体、教育機関
等が相互に連携しあいながら支えていく事に
繋がる。スポーツ力の公共性と地域活性にお
いて今後の課題となってくるのが既存プロス
ポーツの安定、新規プロスポーツの発展、大
学スポーツ振興の発展、各種スポーツ産業の
活性化において普及・安定化させていく事で
あると考える。幅広い年齢層の老若男女がス
ポーツに関心を持ち、自らスポーツ観戦・ス
ポーツ活動・スポーツ応援・支援する事の社
会環境こそ真のスポーツの「新しい公共性」
となるスポーツコミュニティ社会である。
７．まとめ
　2010 年にスポーツ立国戦略が有識者によ
り策定提言され、それを基盤にスポーツ基本
法が 2011 年に国会法案成立、2013 年にその
基盤を後ろ盾に 2020 年東京オリンピック・
パラリンピック招致がみごとに成功に到っ
た。2015 年 10 月にはこれら一連のスポーツ
に関する専門的政策実行機関の舵取りが行わ
れるスポーツ庁も設置され、具体的実行に移
されてきている。日本国憲法第 25 条にも示
されている「すべて国民は、健康で文化的な
最低限度の生活を営む権利を有する。」とあ
るのは、つまり健康で文化的生活とは日常生
活においてスポーツを通じて獲得できる国民
の権利とも言える。この国民の権利を国は公
共財としてスポーツを通じて健康で文化的生
活が可能な環境づくりを政策実行していく義
務を有する。
　これまでの日本の戦前からの古い伝統とさ
れてきた富国強兵時代の強制的な身体修練的
意味を持った体育教育文化から自発的にあら
ゆる視点からの楽しむスポーツ文化へとシフ
ト転換の本格突入の時代に入ったとも言え
る。スポーツの持つ楽しさをあらゆる角度（観
る、する、支える）から自発的に営む事がで
きるソフトとハード環境整備は公共財として
国・自治体が社会保障として先導的に仕掛け
ていく事が重要と考える。先行モデルとなる
ドイツの総合型スポーツクラブでは年齢・性
別・障がいの有無を超えて活動できるドイ
ツゴールデンプラン（1960 年）に基づいて、
第一の道（競技スポーツ）、第二の道（健康
スポーツ：「幅広いスポーツ」）という車の両
輪のごとくバランスシフトも重要視され、国
民全体へのスポーツ実践普及への土台構築の
国家政策が安定し、現在迄浸透している。
ドイツのゴールデンプランの計画には 1972
年自国開催のミュンヘン五輪という国家プロ
ジェクトも挟まれ、スポーツ施設普及と国民
へのスポーツ実践習慣浸透の目標起爆剤と
なってドイツ国民のスポーツ参加・普及率が
高まった経緯がある。
　日本も近年前述解説の通り、スポーツ基本
法制定、スポーツ庁設置、2020 東京オリン
ピック・パラリンピック誘致開催決定での準
備等の環境演出が整い、先行成功するドイツ
型ゴールデンプランをモデルにしたスポーツ
公共財確立の地域活性の可能性と期待が大い
に膨らむ。
　日本政府が肝いりで推進する地方創生に向
けて、地方の有する特色を活かしたスポーツ
イベント企画、スポーツツーリズムの魅力創
出誘発が地方でのスポーツ関心の高まりとス
ポーツ実践率の向上により、一石二鳥の結果
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に繋がると論考結語とする。
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